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第1章  嶏論 
 




























2 倍になれば風力エネルギーは 8 倍になることになる。風力エネルギーを活用する上で風
速は重要な要素となる。 
 
1.2.1  世界の風力エネルギー事情 
  図  1-1 は世界における風力発電導入量の推移である。近年、風力発電の導入量は急激に
増加し、2009 年初めでの世界の風力発電糏設備容量は 120798 MW となっている
4 2 
 
図  1-1  世界全体の風力発電累積導入量の推移
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図  1-2、図  1-3 はそれぞれ 2008 年末での風力発電累積導入量と風力発電単年導入量の
上位 10 カ嗽  である。近年では世界規模で環境保護への関心は高くなってきており、従来
風力発電導入量の高かったドイツ ・ スペイン ・ デンマークなどのヨーロッパ諸嗽に加えて、
新興嗽である中嗽やインド、それに環境政策に消極的であったアメリカも風力発電導入量
を伸ばしてきている。特にアメリカは 2030 年までに電力消費量の 20%を風力で賄うよう
にすると発表し、現在は累積導入量・単年導入量ともに世界第 1 位となっている。 
 
 
図  1-2  風力発電累積導入量上位 10 カ嗽
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ある「2000 年に 2 万 kW(20MW)」を 1998 年にクリアし、2001 年度末 6 月に新たな導入
目標 「2010 年までに 300 万 kW(3000MW)」 が示され、 2008 年度の糏設備容量は約 1854MW
に達している（図  1-4）。  
 









る（図  1-5、図  1-6 図  1-6） 。しかし、日本列島の近海は遠浅な海域は尐なく、数 km 沖合









図  1-6  日本の排他的経済水域（EEZ） 
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洋上での風力発電に適した形態は図  1-8 のように大きく着嶕式、ポンツーン型、セミサ
ブ型、Spar 型の 4 つに分類される。 
着嶕式は比較的浅い海嶕に基礎を設けその上に風車を設置する形をとっており、モノパ
イル式、コンクリート・ケーソン式、重力式などがある。欧州で洋上風力発電が盛んに行




































表  1-1  ハリケーンによる石油掘削リグの漂流被害
15 
ハリケーン  発生時期  カテゴリー  最大風速  漂流被害 
Lili  2002年10 月  4  64[m/s]  1 基のセミサブ漂流 
Ivan  2004 年 9 月  5  75[m/s]  4 基のセミサブ漂流 
Katrina  2005 年 9 月  5  78[m/s]  5 基のセミサブ漂流 
Rita  2005年10 月  5  78[m/s]  10 基のセミサブ漂流 
 
1.4  先行研究 
ウインドファームでの連鎖漂流事故リスクの定量的な評価に関しては、栗本(2008)
16に









  Spar 型風車の漂流開始条件として、係留索の破断のみを考慮しており、アンカー引き
憜け・引き摺りによる漂流を考慮していない。 
 









  2 つめの点についても、栗本(2008)では「初期漂流が連鎖漂流事故へと発展しうる」よ







1.5  研究目的 
  そこで本研究の目的は、 Spar 型風車を用いたウインドファームでの連鎖的な漂流事故リ
スクをより詳細に定量的に評価することである。そのために、時系列変動風・不規則波お




1.6  論文の流れ 







第 5 章では、第 4 章で算出したリスクの評価方法とその結果について述べる。 
第 6 章では結論を述べる。 
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第2章  漂流シミュレーター 




























図  2-2 浮体式洋上ウインドファームのモデル地点（詳細） 
 
 
図  2-3  浮体式洋上ウインドファームの平面配置 11 
 
図  2-4 Spar 型浮体の構造・寸法と係留系について 
 
表  2-1 RC スパー型浮体の構造と寸法 
風車  定格出力  2.4MW 
ローター直径  92m 
タワー高さ  70m 
カットイン風速  4m/s 
定格風速  12.5m/s 
カットアウト風速  25m/s 
浮体  高さ  90m 
喫水  77.2m 









表  2-2  係留システム 
係留方式  カテナリー係留 
安全率  3.0 
係留索  第 3 種チェーン（径 125mm） 
単位長さ当たり水中重量  2.94kN/m 
本数  4 本 





向にローター直径の 10 倍、主風向の直交方向に 3 倍とするのが、目安である
18。しかし、
銚子東沖では南北方向が主風向だが、 季節風による西よりの風の発生頻度も高いことから、
主風向をやや短めにローター直径の 8 倍弱、東西方向をやや長めにローター直径の 4 倍強
ととった。 
 
2.2  漂流シミュレーターの概要 
  本研究で開発した漂流シミュレーターでは、Spar 型風車を 2 次元平面内の剛体として、
4 次精度ルンゲクッタ法を用いて運動を解く。 つまり、 考慮する浮体の運動は surge, sway, 
yawing の 3 つである。運動を解く際の時間ステップは、通常は 0.1 s、衝突時など詳細に
運動を解く必要がある場面では 0.001 s とした。 









2.2.1.1  風 
  シミュレーション中の平均風速 U10 [m/s]を決定し、 その平均風速 U10 [m/s]に水平方向変
動成分 Uε [m/s]を加えた時系列変動風 U(t)を用いて計算を行う。 水平方向変動成分 Uε [m/s]
のパワースペクトルとしては日野スペクトル
19（式(2-1)）を用いた。 13 
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2]が計算できる （図  2-5） 。 これより、 時系列変動風 U(t)を、 式(2-2)
のように求めた。 この際、 周波数 f については、 1.0×10
-100  ～  1.0×10
100までの範囲を 10
-0.1
刻みで 2000 個に分解して積分した。 
  例として、このようにして再現した平均風速 50m/s の時系列変動風を図  2-6 に示す。 
      
f
n u t f f E U t U   2 sin ) ( 10
      (2-2) 
U10：10 分平均風速  [m/s]，θ：各周波数成分でのランダムな位相(0～2π) [rad] 
 
図  2-5  エネルギースペクトル密度関数と周波数 fnでのエネルギー 
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図  2-6  平均風速 50m/s の変動風 
 















            (2-3) 
Vz：高度 z [m]での風速[m/s]，V10：高度 10 [m]での風速  [m/s]， 
z：高度  [m]，1/n：べき指数 
 




2.2.1.2  潮流 
  潮流速は、シミュレーション中で常に 2 knot（=1.028 m/s）で一定とした。 
 
2.2.1.3  波 





-50  ～  1.0×10
50までの範囲を10
-0.1刻みで1000個に分解して積分した。  
  このようにして再現した不規則波の例として、有義波高 12.55m、有義波周期 14.73s の
不規則波を図  2-7 に示す。 
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図  2-7  有義波高 12.55m、有義波周期 14.73s  の不規則波 
 
ここで、有義波高 H1/3と有義波周期 T1/3は 10 分平均風速 U10  [m/s]から決定する。その
際の風速と有義波高・有義波周期の対応関係については、独立行政法人海洋技術安全研究
所の波と風データベース
21を基にし、高風速については、波浪推算法の 1 つである SMB
法（Wilson の IV 型）




表  2-4  各風速における有義波高・有義波周期 
風速  [m/s]  有義波高  [m]  有義波周期  [s] 
10  1.50    5.50   
20  3.30    8.20   
25  4.53    9.53   
30  6.29    11.16   
40  9.73    13.57   
50  12.55    14.73   
60  15.38    15.74   
70  18.22    16.64   
80  21.07    17.44   
90  23.92    18.19   
100  26.78    18.87   
 
2.2.2  衝突判定 





図  2-8  衝突判定 
 
2.2.3  係留引っ掛かり判定 
  浮体の水中部分の深さは 77.2m である。また、チェーン係留索は浮体下部（水深 45m
地点）から水深 120m の海嶕まで張られている。これより、チェーン係留索の水深 77.2m
地点より上の部分に関しては、漂流してきた浮体が引っ掛かる可能性がある。 （図  2-9，図 
2-10） 
  その場合、そのチェーン係留から係留浮体に働く係留力に変化が生じる上に、引っ掛か
った漂流浮体のほうにも新たに係留力が生じる。 その時の係留力については、 2.4.6 項にて
詳しく述べる。 17 
 
図  2-9  係留引っ掛かり範囲 
 
 
図  2-10  係留引っ掛かり判定 
 




















F u v m










            (2-5) 
m=2.633×10
7：浮体の質量（付加質量を加味した値）  [kg] 
u,v：浮体嗺定座標系での、浮体の x, y 軸方向速度  [m/s] 
θ：浮体の z 軸回りの（yawing）回転角  [rad] 
I：浮体の z 軸回りの慣性モーメント  [kg・m
2] 
Fx, Fy：浮体嗺定座標系での、浮体に作用する x, y 軸方向の荷重  [N] 



























            (2-6) 
 
図  2-11  浮体嗺定座標系 19 
 
2.4  浮体に働く外力 
  浮体に働く外力は、風抗力 Fwind，潮流力 Fcurrent，波漂流力 Fdrift，変動波力 Fwave，衝突
力 Fcollision，係留力 Fmoorの 6 つを考慮する（式(2-7)） 。ここで、衝突力は浮体同士が衝突し
ている時のみ、係留力は浮体が係留されている（未漂流）時のみ作用する。 
また、 風車のローター部分が受ける風抗力と係留力によって、 回転モーメント Mroter， Mmoor
がそれぞれ生じる（式(2-8)） 。 
 











   (2-7) 
moor roter z M M M               (2-8) 
 
2.4.1  風抗力 Fwind 
  風抗力 Fwind  [N]はローター部に作用する風抗力 Fwind,roter とタワー部に作用する風抗力
Fwind,towerの和である。よって、式(2-9)で表される。 
 
  x Tv x Tv







wind wind tower D air
wind wind roter T air








      (2-9) 
















, C ：浮体嗺定座標系での x, y 軸方向それぞれのローター部スラスト係数 
































625 . 35 75 . 3 17 . 1
2
1 375 . 3 75 . 3 25 . 2
2












：浮体嗺定座標系での x, y 軸方向ローター部投影面積  [m
2] 
7 . 0  D C ：タワー部の抗力係数 
  6 . 404 70 6 3
2
1 8 . 12 7       tower A ：タワー部投影面積  [m
2] 
wind v ：風速ベクトル  [m/s] 
x  ：浮体嗺定座標系での浮体の速度ベクトル 20 
 
ここで、 ローター部の x 軸方向スラスト係数 CT,xは図  2-13 から設定した。 定格時で 0.33、
カットアウト時で 0.06 である。 カットアウト風速以上の風速ではフェザリング状態なので
0.03 とした。その根拠は、フェザリング状態（図 2-12 下図）でのローター投影面積は、
    ] m [ 6 . 102 3 625 . 35 675 . 0 21 . 0
2
1 375 . 3 25 . 2 675 . 0
2
1 6 25 . 2





        であり、
これに抗力係数 2.0 （表  2-6） を乗じたものを 61 . 6647 92
4
2  
で割ると、 03 . 0
61 . 6647
2 6 . 102  
となるためである。 
また、ローター部の y 軸方向スラスト係数 CT,yは、表  2-6 より 2.0 とした。 
  ローター部が受ける風抗力による回転モーメント Mroter [N・m]については、風速がカッ
トアウト風速以下の場合は機械制御により風車は風の方向を向くため、Mroter=0 とする。





式(2-10)より算出する。ここで、D [m]はローター取付部のタワー中心からの距離である。  
 
   
   
      D D v D v A C
u u A C
u u A C M
wind wind y roter y T air
wind wind x roter x T air
wind wind x roter x T air roter











       

























46 4 sin cos
3






46 4 sin cos
3










図  2-12  風車ローター形状 
 21 
 
図  2-13  風車ローター部スラスト係数の風速による変化
22 
 

































2.4.2  潮流力 Fcurrent 
潮流力 Fcurrent [N]は式(2-11)で表せる。コラム部の抗力係数は表  2-5 より 0.7 とした。 
  x Tv x Tv F      current current column D water current A C 
2
1
      (2-11) 
1025  water  ：海水の密度  [kg/m
3] 
7 . 0  D C ：コラム部抗力係数 
4 . 1120 5 . 72 15 7 . 4 7      column A ：水面下コラム部投影面積  [m
2] 
current v ：流速ベクトル  [m/s] 
x  ：浮体嗺定座標系での浮体の速度ベクトル 
 
2.4.3  波漂流力 Fdrift 
  波漂流力 Fdrift [N]は、Hsu の方法
24を用いて算出する。Hsu の方法では、第 2.2 節で作成
した不規則波をひとつひとつの波に分割し、 そのそれぞれについて波高と波漂流力係数 Cw
からその波の発生時間中の波漂流力 Fdriftを求める（式(2-12)） 。ここで、波漂流力係数 Cw

















1 2 T F
        (2-12)
 
1025  water  ：海水の密度[kg/m
3]， 80665 . 9  g ：重力加速度[m/s
2]， w C ：波漂流力係数，
 ：波振幅[m]， 7  L ：浮体代表長さ[m]， wave  ：波向き[rad] 
 
 















図  2-15 Hsu の方法を用いた波漂流力計算法 
 
2.4.4  変動波力 Fwave 
































k t a dz e dz e




















2 2 . 77
7 . 4











8   ：動的効果による低減率 
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半径 r=15m、 曲げ剛性 EI の円環に、 図  2-16 のように直径方向に力 P を加えたときの円













            (2-14) 
 
2 円筒の中心間の距離を d[m]とすると、それぞれの円筒の縮み δ[m]は式(2-15)のように定
まるので、これより力 P、つまり衝突力 Fcollision [N]の大きさが式(2-16)のように求まる。こ




2 d r                 (2-15) 


















    i i collision
r














          (2-17) 
vi，vi’：浮体 i，i’の速度ベクトル  [m/s] 
 26 
 
図  2-16  円環に力を加えた時の歪み 
 












（図  2-18） 。この時のカテナリー解析式は式(2-18)となる。 
r 
P 







































































sinh sinh 1 cosh 1 0
cosh cosh sinh 1








    (2-19) 




























sinh 1 cosh 1 sinh
























































































































図  2-20  一本の係留索が浮体に及ぼす水平方向係留力 
 
  この結果を用いて、図 2-21 のようにチェーン係留索が設置された係留系における、浮
体の x 軸正方向変位に対する係留力（x 軸正方向を正とする） 、ばね定数、嗺有周期を示し
たのが図  2-22，図  2-23，図  2-24 である。浮体の x 軸正方向変位に対して実質係留力を
発生させているのは浮体左側の係留索のみであるため、係留系が浮体に及ぼす係留力の大




図  2-21  係留索が上・下・左・右方向に張られた係留系 
 30 
 
図  2-22  係留系が浮体に及ぼす x 軸正方向係留力 
 
図  2-23  係留系のばね定数 
 
図  2-24  係留系の嗺有周期 31 
 
  本漂流シミュレーター内での、ある浮体に作用する係留力 Fmoor [N]は、その浮体に取り
付けられた4本の係留索それぞれにとっての浮体の初期位置からの変位量を0.01m単位で
計算し、図  2-20 から各係留索が浮体に及ぼす係留力の大きさ Fmoor,i（i=1,2,3,4）を求める
ことで算出する。つまり、式(2-22)となる。この時、係留索 i が浮体に及ぼす z 軸回りの回
転モーメント Mmoor [N・m]の大きさは、係留力の大きさ Fmoor [N]の、係留索 i の浮体取付
位置を接点とする浮体の接線方向成分に浮体の半径 7.5m を乗じた値となり、浮体の回転
角度 θ が正の場合は回転モーメントは負符号、θ が負の場合は正符号となる。
  i anchor i moor
i
i moor moor F , ,
4
1
, x x T F   














5 . 7 416
5 . 7 arccos  の場合である（図  2-25）。 浮体の回転角度 θ がそれより




係留索 i が浮体に及ぼす z 軸回りの回転モーメント Mmoor [N ・ m]は、 係留力の大きさ Fmoor 
[N]に浮体の半径 7.5m を乗じた値となる。 
 
図  2-25  浮体の回転角度と係留力 
 
  また、 2.2.3 節で述べたような漂流浮体の係留索への引っ掛かり現象が生じている時の





図  2-26  浮体が係留索に引っ掛かった時の係留力 
 
2.5  シミュレーション結果 
  本研究で開発した漂流シミュレーターにより、ウインドファームでの Spar 型風車の
連鎖漂流事故をシミュレーションした結果が図  2-27 である。なお、青い点が Spar 型風
車を、黒いラインが係留索を表している。漂流を開始した浮体が多くの係留浮体と衝突
しながら、 かなり大規模な連鎖漂流事故へと発展する様子をシミュレーションしている。  
また、図  2-28 に示すように、 「浮体が漂流を開始したものの、いくつかの係留浮体の係










   
 
 















  また、漂流シミュレーターを用いて、ある浮体において 4 本の係留索に作用する張力
を表しているのが図  2-29である。 なお、 これは風や波の向きは西から東方向、 風速50m/s
において、ある浮体の係留索に発生する張力の結果である。係留索 1~4 はそれぞれ東、




第 4 章ではこのような結果を用いて連鎖漂流事故リスクを算出する。 
 
 
図  2-29  係留索に発生する張力 
 
   36 




















本研究では、係留系強度モデル作成のために以下の 2 つのことを行った。 
  チェーン係留索強度確率モデルの作成 
















デルを作成した。図  3-1 の摩耗データにある鋳鋼鎖、電接鎖、鍛接鎖の 3 種類のチェー
ンのうち、使用頻度の高い順に並べると電接鎖、鋳鋼鎖、鍛接鎖である。しかし、摩耗
に強く、 耐腐食性もよい鋳鋼鎖が海洋構造物を中心に見直されてきているとのことから、
本研究では鋳鋼鎖のデータを基に係留索強度低下モデルを作成した。この際、図  3-1 は





図  3-1  係留チェーンの径摩耗率 
 




率を算出した。 その結果、 n 年経過後の平均摩耗率の値は 100-0.53044n となった。 また、
図  3-2 を見ても分かるように、径の摩耗率にかなりのばらつきがあることがわかる。n
年経過後の摩耗率の標準偏差の値は 0.184337n であるという結果となった。 











図  3-2  経過年数と径摩耗率 
 
 






研究で想定する径 125mm 第 3 種チェーンの各鎖環の n 年後の強度の平均低下率とその
標準偏差はそれぞれ 100-0.894n [%]，0.3027n [%]となった（図  3-4）。 この結果から、
チェーン係留索の各鎖環のn年経過後の破断張力の平均μn [tf]と標準偏差ζn [tf]は式(3-2)








  d d 08 . 0 44 6 . 19 ] N [
2    切断試験荷重        (3-1) 
d：チェーンの呼び径  [mm] 
 









003027 . 0 8 . 1061
003027 . 0
1000 80665 . 9
125 08 . 0 44 125 6 . 19
00894 . 0 1 8 . 1061
00894 . 0 1
1000 80665 . 9










   


      (3-2) 
 
図  3-4  経過年数と強度低下率 40 
 
  一本のチェーン係留索は、図  3-5 のように多くの鎖環（リンク）からできている。こ
のリンクの糏数 N は、 概ね式(3-3)から求めることができ、 本研究で想定する径 125mm、
長さ 432m の第 3 種チェーンの場合、その糏数 N の値は約 864 個である。 












チェーンの長さ リンクの糏数     (3-3) 
 
 









       
u y u y e e y f
   
   exp         (3-5) 




4 ln ln ln ln 2       






は標準正規分布（平均 0、標準偏差 1 の正規分布）に従う。こ
れより、t 年経過後の係留系強度モデルにおいて、その N 個のデータの最小値である一
本の係留索の破断張力 BTall [tf]の確率密度関数 f(x,t)は、式(3-6)で表される。これを用い
て、例えば 10 年経過後の係留系強度モデル（   ] tf [ 9 . 966 10 00894 . 0 1 8 . 1061 10       ，
] tf [ 1 . 32 10 003027 . 0 8 . 1061 10      ）の場合の、一本の係留索の破断張力 BTall  [tf]の



































     (3-6) 
677 . 3 864 ln 2 ln 2    N   
073 . 3
ln 2 2
4 ln ln ln ln 2      
N





図  3-6 10 年経過後の係留索破断荷重の確率分布 
 
 








3.2  重力式アンカー強度実験 
本研究では、アンカー強度のばらつきの大きさを調べ、浮体の漂流事故への影響度の
大きさを検証するために、重力式アンカーの強度についての簡単な実験を行った。 
  実験の概要は図  3-8，表  3-1 に示す通りである。また、実験装置を図  3-9 に示す。な
お、安息角とは、土を積み上げた時に崩れることなく安定を保つ斜面の角度のことであ
り、安息角 θ の土の静止摩擦係数は tanθ である





図  3-8  実験の概要図 
 
表  3-1  実験の概要 
土の粒径  [mm]  0.3~0.8 
土の安息角  [°]  35 
錘の寸法  [mm]  65.75×100.00×50.00 
錘の水中重量  [kgf]  1.12, 0.74 の 2 パターン 
曳航速度  [cm/s]  8.06, 3.66 の 2 パターン 
 
 
図  3-9  実験装置 
 43 
 
図  3-10  土の安息角 
 








の最小値との比率から、静止摩擦係数の約 0.75 倍の 0.53 とした。なおこの際、錘前面
に溜まった土による実質的な錘の重量の増加も考慮している。錘前面に溜まる土の重量
は図  3-12 のように考えた。 










               (3-7) 
















図  3-12  錘前面に溜まると想定される土 
 












そこで、 錘が動き出した後の動摩擦力についてその実験値の平均 （図  3-11 の赤い線）
と、静止摩擦力の理論値との差を求め、それを先程と同様に静止摩擦力の理論値で割っ
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第4章  連鎖漂流事故リスク 
  本研究では、浮体式風車を用いたウインドファームでの連鎖漂流事故リスク（Risk）
を「些用期間での風車の漂流期待基数」と定義し、式(4-1)で表す。 











0 , , ) , , ( ) ; , , ( ) ; , , (

     
(4-1) 
Pi：初期漂流確率，N：連鎖漂流浮体数  [基]，Pv：風速発現確率，Pθ：風向発現確率， 
v：風速  [m/s]， θ：風向  [rad]， m：浮体(風車)番号， M：浮体(風車)数  ， T：些用年数[year] 
 














  風速は、1m/s 単位で離散的に 100m/s までの計算を行う。Pi・Pvのみ風速の影響を
考慮し、N・Pθは風速に因らないとする。 
  風向は、1 度単位で離散的に考え、Pi・N・Pθ のみ風向の影響を考慮し、Pv は風向
に因らないとする。 
  時間については、1 年単位で離散的に考え、Piのみ時間の影響を考慮し、N・Pv・Pθ
は時間に因らないとする。 
  どの浮体も、時間経過により等しく係留系の強度が低下していくとする。 






  風速に関しては、日本での過去最大の 10 分平均風速が 69.8m/s、世界での過去最大 5
分平均風速が 84m/s であるため
19、100m/s 程度を上限値とすれば十分と判断した。 
なお、Pi・N・Pv・Pθの各決定要因の簡略化については 4.1 – 4.4 節で詳しく述べる。 
 
以上の前提条件から、式(4-1)を簡略化し式(4-2)によって、本研究で想定するウインド
ファームでの連鎖漂流事故リスク Risk を算出する。 
         
















v i P v P m N t v P Risk

        (4-2) 
θ：風向  [°]  ，Pv：風速発現期待値 
 
4.1  初期漂流確率 Pi 
  初期漂流確率 Piは、ある浮体が、ある海象条件のもとで漂流を開始してしまう確率で
ある。本研究では海象状態を決定づけるパラメータとして 10 分平均風速と風向を用い






  どの程度の風速か（どれぐらい過酷な海象条件か） 
  どの方向に風が吹いているか 
  何年目の係留系強度低下状態か（何年目の係留系強度モデルか） 
というそれぞれ v,  θ,  t を決定要因とする。ここで風向 θ については、4.4 節で説明する
想定海域での風向頻度分布データに合わせて 22.5°おきの 16 方向について検証する。 
 
  この初期漂流確率 Piを算出するにあたり、 「4 本のうち 1 本でも係留策が破断すると、
浮体は漂流を開始する」ということを前提とする。これは、本研究で想定している係留
系の場合、係留索が 4 本と尐ないため、そのうちの 1 本が破断してしまうと残りの 3 本
では浮体を支えきれずに浮体は漂流を開始してしまうと考えられるためである。 
例えば次の 2 パターンの係留系の角度・風向の組み合わせを考える（図  4-1）。 まず(a)
の場合、左側（風上側）の最も過酷な係留索が破断した場合、その後は実質上下の 2 本
の係留索で浮体を支えなければならない（図  4-2） 。その場合、図  2-20 が示すようにこ
のチェーン係留索 1 本が破断しない限界の水平方向変位は約 9m であるため、上下の 2
本の係留系が浮体に及ぼす、風・波荷重を支えるための係留力は、最大でも係留索 1 本
















          (4-3) 
 
 
図  4-1  風向と係留系角度 
 
 
図  4-2  係留索が 1 本破断した後の実質の係留系 
 
また、漂流シミュレーターで計算を行ったところ、(a)の係留角度で、係留索が全て設計
強度を持っているとした場合、図  4-3，図  4-4 が示すように平均風速 64m/s 以下では係
留策は 1 本も破断せず、65m/s 以上では全ての係留索が破断して浮体が漂流を開始する
結果となり、1 本が破断しても残りの係留索で支えて漂流しないという結果は見られな
かった。 





図  4-3  平均風速 64m/s での浮体の x 座標（初期値 x=100 [m]） 
 
 
図  4-4  平均風速 65m/s での浮体の x 座標（初期値 x=100 [m]） 
 
 





3.  2.で求めた張力極大値の頻度分布が Weibull 分布に従うとして、そのパラメータを
求め、張力極大値の確率密度関数を推定する。 51 




ここではまず風向と係留系角度の関係が図  4-1(a)の場合について計算を行う。 
1.では、第 2 章で説明した漂流シミュレーターを用いて最も張力が発生している係留
索の張力を見る。 これを風速 1～100m/s について行う。 その結果の一部が以下の図  4-5，







図  4-5  平均風速 50m/s にて風上側係留索に発生している張力 
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最大値、つまり張力の極大値を記録し、その頻度分布を求める（図  4-7） 。ここで記録す
る張力の周期は、その発生張力における係留系の嗺有周期を意味している。そのため、
図  2-24 からもわかるように、低風速の場合は周期が長く 60s 程度であり、風速が高く
なるにつれて 30s 弱程度まで短くなっていく（図  4-8） 。そして、平均風速 100m/s の時
の張力極大値の頻度分布を示しているのが図  4-9 である。 
こうして求めた張力極大値の頻度分布は、 風速の発生頻度分布と同様に Weibull 分布、
その中でも形状パラメータを 2 とした Rayleigh 分布に従うと考えられる。これらの
Weibull 分布・Rayleigh 分布については 4.3 節にて詳しく述べることとする。 これより、
平均風速 100m/s の時の発生張力が従う Rayleigh 分布はパラメータ θ=125.99， さらに x
軸方向に 556.89 平行移動させた分布であることがわかった。同様の作業を風速 1～
100m/s について行う。その結果をまとめたのが表  4-1，図  4-10 である。 
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図  4-7  張力周期と張力極大値 
 
図  4-8  平均風速と張力周期 
 
図  4-9  張力極大値の発生頻度分布 
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表  4-1  各風速での Rayleigh パラメータ θ と平行移動量 
風速  [m/s]  Rayleigh パラメータ θ  平行移動量  [tf] 
10  0.94  154.36 
20  3.14  163.14 
30  8.84  179.05 
40  16.28  202.86 
50  26.09  237.44 
60  39.31  278.77 
70  55.89  334.65 
80  86.25  397.26 
90  99.69  467.64 
100  125.99  556.89 
 
 
図  4-10  各風速での張力頻度分布 
 
  最後に、こうして求めた張力極大値の確率分布と、係留系強度の確率モデルから、あ
る平均風速が 10 分間継続した場合の浮体の漂流確率を算出する。まず、3.1 節で述べた
チェーン係留索強度確率モデルより、t+1 年目（t 年経過後）の摩耗状態のチェーン係留
索の場合、係留索の破断張力 BTall の確率分布 f(x,t)は式(3-6)で表される。ここで、1 年
目の係留索破断張力は一律で設計破断強度 1061.8tf とみなした。これを用いて、以下の
式(4-5)により、風向と係留系の角度が図  4-1(a)の時（0°の時）の、平均風速 v [m/s]の
海象が 10 分間継続した場合に風上側のチェーン係留索が一本破断し浮体が漂流を開始55 
してしまう確率 Pa(v,t)が求められる。また、例として 20 年目の初期漂流確率 Pa(v,19)
をに示す。 
       
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4.2  連鎖漂流浮体数 N 
  連鎖漂流浮体数Nは、 漂流を始めた浮体が流れ始めた方向に何基の健全な （未漂流の）
浮体が存在するか、という考え方のもと算出した。具体的には、ある浮体 m が θ 方向に
漂流し始めた場合、その漂流角度 θ が別の浮体 m’と直接衝突、もしくは浮体 m’の係留
索に引っ掛かる範囲かどうか（図  4-12） 、という計算を全ての浮体 m=1～50、漂流角度
θ=1～360 [°]について行う。 
この際、衝突および係留引っ掛かりの判定に用いるそれぞれの半径については、衝突半
径は Spar 型風車の浮体部分の直径 15m とし、係留引っ掛かり半径は、チェーン係留索




図  4-12  連鎖漂流浮体数の考え方 
 
なお、この際に以下のことを前提に置いて簡略化を行っている。 
  浮体 m が浮体 m’と衝突ないし係留索に引っ掛かった場合、m’も漂流を開始する。 


















最も大きい 20 年目であっても、その標準偏差 ζ は第 3 章で述べたように設計破断張力
の約 5.75 [%]である。日本では海洋構造物の係留系は安全率 3.0 で設計されるため、暴
風時に浮体 1 基にかかる荷重は設計破断張力の 33%、つまり約 6ζ であり、例え浮体に
かかる荷重が暴風時の半分程度の海象であっても約 3ζ である。 つまり、 2 基分の浮体を
支えるということはそれだけ係留索にとって過酷な状態であり、ある 2 つの係留索（こ
の場合、漂流を開始した浮体 m の係留索と衝突された浮体 m’の係留索）の強度が 6ζ お
よび 3ζ も違う場合にのみ、漂流浮体が係留浮体との衝突後に停止するという現象が起
こる。この可能性はそれぞれ約 0.00221%と約 3.39%である。 
ここで、この 2 つの値の算出方法を簡単に示す。厳密にはチェーン係留索の破断張力は
各鎖環の破断張力の最小値となるが（3.1 節） 、簡易的にチェーン係留索の破断張力が正
規分布    , N に従うとする。 ここで、 μ は 20 年目の係留強度モデルでの平均破断張力、
ζ はその時の破断張力の標準偏差である。この時、この分布に従う 2 つのチェーン係留58 
索の破断張力 X, Y の差 X – Y は、正規分布の再生性から、正規分布    2 , 0 N に従う。




  また、初期漂流確率への影響度から考えても、30m/s 以下の風速域による浮体の初期




留索の摩耗状態）に因らず連鎖漂流浮体数 N を算出する。 
  次に 2 つめの前提についてだが、 浮体 m と m’が衝突して連鎖漂流事故が起きた場合、
浮体 m と m’はほぼ同じ位置からほぼ同じ方向に漂流していく（図  4-14） 。そのため、
浮体 m’が漂流ののちに衝突するような他の浮体 m’’とは、浮体 m も衝突すると考えられ




図  4-14  衝突後の浮体の漂流方向 
 
  以上のような考え方から設定した前提条件より、 本研究では連鎖漂流浮体数 N の算出
において風速および時間の影響は考慮せずに、どの浮体が漂流を始めたのか（浮体番号
m） 、および浮体 m がどの方向（角度 θ）に漂流しているのかによって決定される。 
  この計算結果を以下に述べる。まず、各漂流方向 θ（θ=1,2,…,360 [°]）の発生確率 Pθ
を一様に 1  /  360 とした時、北の方角を上として、左から x 列目、下から y 行目の浮体
が漂流を開始した場合の衝突基数および係留引っ掛かり基数は以下の図  4-16，図  4-17
となる。 
また、漂流方向 θ の発生確率に 4-4 節で述べる想定海域での風向頻度分布（図  4-28）
を考慮して重み付けを行った場合、衝突基数と係留引っ掛かり基数はそれぞれ図  4-18，
図  4-19 となる。 
 
 
図  4-15  浮体番号の設定 60 
 
図  4-16  浮体位置と衝突基数 
 




図  4-18  風向頻度分布を考慮した場合
の浮体位置と衝突基数 
 








について示したのが図  4-20～図  4-23 である。先程と同様に、図  4-20，図  4-21 が漂




図  4-20  漂流方向と衝突基数 
 




図  4-22  風向頻度分布を考慮した場合
の漂流方向と衝突基数 
 




ってまとめたのが表  4-2 である。 
 
表  4-2  平均衝突基数と平均係留引っ掛かり基数 




平均値  0.161  0.128  0.459  0.367 






















































































  この 4.2 節の初めに述べた 2 つの前提条件から、本研究で定義する連鎖漂流浮体数 N
の算出には係留引っ掛かり基数を用い、係留引っ掛かり基数に初期漂流浮体、つまり浮
体 m 自身を加えることで算出する（式(4-7)）。  
    1 ;   係留引っ掛かり基数 m N      (4-6) 
 
4.3  風速発現期待値 Pv
19 
  風速発現期待値 Pvは、 ある 1 年間で 10 分平均風速 v [m/s]の風が何回発生するかとい
う期待値である。1 年間を 10 分単位で区切り、そのそれぞれの 10 分間について 10 分
平均風速の発生頻度分布をあてはめ、 最終的に 1 年間で風速 v [m/s]が何回発生するかを
考えているため、これを全風速について糏和をとると 52560 回となる（式(4-8)）。  
  52560 365 24 10 60
100
1
     

日 時間 分 分
v






  ここで、 各 10 分間にあてはめる 10 分平均風速の頻度分布は、 Weibull 分布 （図  4-24）
が主に用いられる。その中でも、日本近海の場合は Weibull 分布における形状パラメー


























k x f exp
1
          (4-8) 
k：Weibull 分布の形状パラメータ，c：Weibull 分布の尺度パラメータ 
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図  4-24 Weibull 分布 
 



































Rayleigh 分布のパラメータ θ は、2.2.1 節と同様に、独立行政法人海洋技術安全研究
所のデータベースによる、想定海域（銚子沖）を含む 30’ × 30’の海域での風観測データ




図  4-26  想定海域での 10 分平均風速発生頻度分布 
 
  しかし、風速の観測値はほとんどが 30m/s 以下の風速域であり、この範囲でのデータ






























  そこで、本研究では 10 分平均風速の極値として年最大風速（年最大 10 分平均風速）
を用いる。年最大風速の累積分布関数の漸近形については、日本の気象官署の観測資料
に適用した結果
33では I 型漸近形が適合する割合が 80%以上となっており、実際の解析
においても I 型が多くの場合用いられている。これより、本研究においても年最大風速
の確率分布の漸近形として I 型漸近形を用いる。 
ここで、I 型漸近形とは、二重指数型の確率分布であり、元の母集団（ここでは 10 分平
均風速）の確率変数が指数分布に従う場合に、最大値（ここでは年最大風速）分布はこ
の I 型漸近形の二重指数分布（Gumbel 分布ともいわれる）となる。すなわち、母集団
の確率変数 X の確率密度関数 fX(x)と累積分布関数 FX(x)が次のようになる時、 
  0  
 x e x f
x
X 　　
            (4-10) 
  0 1   









   
y y
Y ne e n y f
n
  
    exp         (4-12) 
   
y
Y ne y F
n
   exp           (4-13) 
 





  そこで、 想定海域での年最大風速の頻度分布については、 再現期間の考え方を用いる。 
再現期間とは、ある異常な気象が何年に一度起こるかを示す期間のことであり、年最大
風速 UT以上の強風が平均して T 年に一度の割合で起こることが期待される場合、 この T
年を風速 UTの再現期間、 UTを T 年再現期待値と呼ぶ。 年最大風速がある値 UTを超えな
い確率は FYn(UT)となるので、再現期間は式(4-15)で表される。 






            (4-14) 66 
ここで、想定海域である銚子での再現期間 50 年の年最大風速は 52.4m/s という統計値
が得られている
34。これより、式(4-16)が得られ、 
  98 . 0 4 . 52 
n Y F              (4-15) 
これを式(4-15)に代入すると、 
  98 . 0 52560 exp
4 . 52  














   
          (4-17) 
以上より、 10 分平均風速の頻度分布の裾部分 （高風速域） は指数分布であると考えられ、
そのパラメータ λ は、想定海域では 0.2819 であるという結果が得られた。 
  次の問題は、風速が何  m/s 以上の範囲の発生確率に λ=0.2819 の指数分布をあてはめ
るかである。これについては、θ=6.521 の Rayleigh 分布の値と λ=0.2819 の指数分布の
値がほぼ等しくなるような風速 v の値を求め、その風速 v において 2 つの分布を結合す
ることで、比較的滑らかな 10 分平均風速の確率密度関数を求めることとした。 
ここで、式(4-19)を満たす x のうち値の大きいほうは約 26.5m/s である。 
  x x x  
 










2           (4-18) 
θ=6.521，λ=0.2819 
 
  以上の結果より、想定海域での 10 分平均風速の頻度分布 f(v)（v=1,2,…,100）は、風
速v=1,2,…,26 [m/s]については風速観測データから求めたθ=6.521のRayleigh分布とし、
風速 v=27,28,…,100 [m/s]については λ=0.2819 の指数分布とした。ここで、この場合全
風速における確率密度の糏和が 1 とならず確率密度関数の必要条件を満たさないため
（式(4-20)） 、 各風速における確率密度を 1 / 0.99835  倍したものを真の確率密度関数 f(v)






1 99835 . 0
v
v f             (4-19) 
 
 






   

























  (4-20) 




図  4-27 10 分平均風速の確率密度関数 
 
  このようにして求めた 10 分平均風速の確率密度関数から、本研究で定義する 1 年間
の風速発現期待値 Pv(v)は、 1 年間における 10 分間の個数 52650 と f(v)の積で求まる （式
(4-22)，表  4-3） 。 

































風速 v [m/s]68 
 
表  4-3  風速発現期待値 Pv 
























4.4  風向発現確率 Pθ 
  風向発現確率 Pθは、 想定海域での風観測データによる風向頻度分布から算出した （表 
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   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
     

348 327 00164 . 0 22 036 . 0
326 304 00365 . 0 23 084 . 0
303 282 00432 . 0 22 095 . 0
281 259 00278 . 0 23 064 . 0
258 237 00432 . 0 22 095 . 0
236 214 00365 . 0 23 084 . 0
213 192 00305 . 0 22 067 . 0
191 169 00239 . 0 23 055 . 0
168 147 00214 . 0 22 047 . 0
146 124 00226 . 0 23 052 . 0
123 102 00387 . 0 22 066 . 0
101 79 00011 . 0 23 089 . 0
78 57 00400 . 0 22 088 . 0
56 34 00135 . 0 23 031 . 0
33 12 00109 . 0 22 024 . 0



































      (4-22) 
 
表  4-4  想定海域での風向頻度分布 
風向  W  WSW  SW  SSW  S  SSE  SE  ESE 
発現 
頻度[%] 
2.0  2.4  3.1  8.8  8.9  6.6  5.2  4.7 
 
風向  E  ENE  NE  NNE  N  NNW  NW  WNW 
発現 
頻度[%] 
5.5  6.7  8.4  9.5  6.4  9.5  8.4  3.6 
 
 
図  4-28  想定海域での風向頻度分布 
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4.5  連鎖漂流事故リスク算出結果 
  以上の結果と考え方を用いて、本研究で想定するウインドファームにおける Spar 型
風車の連鎖漂流事故リスクを算出した結果が 
表  4-5 である。 些用期間 20 年の 1 つのウインドファームでは、 漂流する Spar 型風車の






  また、些用期間 20 年における各年目でのウインドファームにおける連鎖漂流事故リ
スク Rt は図  4-29 に示す結果となった。係留索の摩耗を考慮することで、1 年目と 20
年目では連鎖漂流事故リスクが約 20000 倍になっていることが分かる。 
 
表  4-5  些用年数 20 年間での連鎖漂流事故リスク Risk 
ウインドファームでの連鎖漂流事故リスク  [基]  1.55  ×  10
-4 




図  4-29  t 年目での連鎖漂流事故リスク 
 
表  4-5 の結果から、安全率 3.0 で係留系の設計を行った場合、ウインドファームにお
ける連鎖漂流事故リスク Risk は非常に小さな値であり、 かなり安全性が高いということ
が言える。そこで、同様の算出方法で、係留系の設計安全性をより低い値とした場合の
Risk と 1 基あたりの漂流確率も求めた。その結果を表  4-6，図  4-30 に示す。この結果71 
から、安全率を 0.5 小さく設定すると Risk が約 10 倍強となっていき、安全率を 1.5 ま
で下げてしまうと 20 年間で 1 基あたり約 2%の確率で漂流し、 ウインドファーム全体で
約 1 基の風車が漂流してしまうということが分かる。 
 
表  4-6  各安全率での Risk 
安全率  Risk [基]  1 基あたりの漂流確率 
3.0  1.55  ×  10
-4  3.10  ×  10
-6 
2.5  2.40  ×  10
-3  4.79  ×  10
-5 
2.0  3.52  ×  10
-2  7.05  ×  10
-4 
1.5  1.01  ×  10




図  4-30  各安全率での Risk 
 
また、 Spar 型風車を用いたウインドファームの実現を考えた時、 些用年数 20 年の間、
係留索をそのままにしておくのではなく、 補修・交換を行うことも考えられる。 そこで、
些用年数 20 年間のちょうど半分となる 10年が経過した時点でチェーン係留索を全て新
品と交換した場合についても Risk を算出した。その結果が以下の表  4-7 である。交換
を行わない場合と比較して Risk が約 1/10 程度に下がることが分かった。 
 
表  4-7 10 年で係留索を交換した場合の Risk 
安全率  Risk [基]  1 基あたりの漂流確率 
3.0  3.03  ×  10
-6  6.06  ×  10
-8 
2.5  1.05  ×  10
-4  2.10  ×  10
-6 
2.0  3.30  ×  10
-3  6.60  ×  10
-5 
1.5  1.07  ×  10







リスクについても算出した。その結果が表  4-8 である。なお、この時のチェーン係留索






5 . 1 003027 . 0 8 . 1061
5 . 1 00894 . 0 1 8 . 1061
  
   


          (4-23) 
 
表  4-8  摩耗速度 1.5 倍の場合の Risk 
安全率  Risk [基]  1 基あたりの漂流確率 
係留索交換なし  10 年で交換  係留索交換なし  10 年で交換 
3.0  2.49  ×  10
0  2.06  ×  10
-5  4.99  ×  10
-2  4.12  ×  10
-7 
2.5  8.41  ×  10
0  3.93  ×  10
-4  1.68  ×  10
-1  7.85  ×  10
-6 
2.0  3.99  ×  10
1  9.66  ×  10
-3  7.98  ×  10
-1  1.93  ×  10
-4 
1.5  ―  2.65  ×  10
-1  ―  5.30  ×  10
-3 
 
表中で 「―」 としているのは、 1 基あたりの漂流確率が 1 に限りなく近く （99.997%） 、
ウインドファームでの連鎖漂流事故リスク Risk が 50 に限りなく近いということを意味
する。この結果より、係留索の摩耗について悲観的に想定し 1.5 倍の摩耗速度とそのば
らつきで考えた場合は、安全率 1.5 以下ではほぼ全ての風車が漂流してしまい、安全率
3.0 でも 1 基あたり約 5%と高い漂流確率となることがわかった。しかし、この場合は係
留索の交換を行うことでかなり Risk を下げることができ、10 年目に係留索の交換を行
うことで、Risk を約 1/10000 程度に抑えることができる。 
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第5章  リスク評価 
  この章では、第 4 章で算出したウインドファームにおける Spar 型風車の連鎖漂流事
故リスクについて評価を行う。 
  日本では、 海洋構造物の係留系の設計安全率は 3.0 という値がとられている。 しかし、




  そこで、本研究では安全率 3.0 だけでなく、より低い安全率で係留系が設計された場





について経済性、社会受容性の評価を行った。なお、各安全率における Spar 型風車 1
基あたりの漂流確率をまとめたのが、表  5-2，表  5-3 である。 
 
表  5-1  各嗽の船級協会等が定める安全率
35 
各嗽の船級協会等  安全率 
API  1.67 
ABS  1.82 
BV  2.00 
DnV  1.82 
Lloyd  2.00 
 
表  5-2  各安全率での 1 基あたりの平均漂流確率 
安全率  1 基あたりの平均漂流確率 
係留索の交換なし  10 年で係留索を交換 
3.0  3.10  ×  10
-6  6.06  ×  10
-8 
2.5  4.79  ×  10
-5  2.10  ×  10
-6 
2.0  7.05  ×  10
-4  6.60  ×  10
-5 
1.5  2.03  ×  10






表  5-3  摩耗速度 1.5 倍とした場合の 1 基あたりの平均漂流確率 
安全率  1 基あたりの平均漂流確率 
係留索の交換なし  10 年で係留索を交換 
3.0  4.99  ×  10
-2  4.12  ×  10
-7 
2.5  1.68  ×  10
-1  7.85  ×  10
-6 
2.0  7.98  ×  10
-1  1.93  ×  10
-4 
1.5  ―  5.30  ×  10
-3 
 












  修理工事コスト 風車コスト 　　
値 ブレード衝突基数期待




   
 1 S
  (5-1) 
ここでブレード衝突基数期待値とは、初期漂流を開始した Spar 型風車がウインドファ
ーム上で平均して何基の Spar型風車のブレード部分のみと衝突するかという値であり、
4.2 節で連鎖漂流浮体数 N を求めた時と同様の方法で、 ブレード衝突半径を 92m と設定
することで算出できる。本研究で想定するウインドファームにおけるブレード衝突基数










  式(5-1)を用いて算出した1基あたりの連鎖漂流事故損害額 Sと1基あたりの係留コス75 
トの和（10 年で係留索を交換した場合はさらにそのコストも加えた和）について、各設
計安全率および 10 年で係留索の交換を行った場合での値を比較した結果が図  5-1 であ
る。なお、縦軸に安全率 3.0、係留索交換を行わない場合でのコストを基準としたコス
ト削減量[億円]をとっている。ここで、1 基あたりの風車コストは 2.4 億円、浮体コスト
は 1.6 億円とし、係留コストは各安全率について表  5-4 のように設定した。また、修理
工事費については、基準となる額についての情報が非常に尐ないため、Spar 型風車 1
基の建造コスト（風車コスト＋浮体コスト＋係留コスト）の 3 割とした。 
 
表  5-4  各係留系設計安全率における 1 基あたりの係留コスト 
安全率  係留コスト[億円] 
3.0  2.5 
2.5  2.1 
2.0  1.6 
1.5  1.2 
 
 
図  5-1  安全率 3.0、係留索交換なしを基準としたコスト削減量 
 




  次に、4.5 節と同様に、チェーン係留索の摩耗についてより悲観的な想定をした場合
（摩耗速度と摩耗のばらつき 1.5 倍）の係留系強度モデルを用いた場合についても、同76 








図  5-2  摩耗速度 1.5 倍とした時のコスト削減量 
 








  ここで、社会受容性評価を行う際に以下の点を前提とした。 
  日本の発電所の糏発電容量の 10%を洋上風力発電で賄うと仮定。 
  洋上風力発電で用いるウインドファームは、全て本研究で想定した Spar 型風車に
よるウインドファームと同じものと仮定する。 
  ウインドファームの些用期間である 20 年間における、全てのウインドファームで





定したウインドファームの発電容量は 2.4×50=120  [MW]なので、23.4GW の糏発電容
量となるためにはこのウインドファームが 195 個必要となる。つまり、些用年数 20 年
間における全てのウインドファームでの連鎖漂流事故リスクの合計が 1 基未満となるた





  これと 4.5 節での結果より、係留索の交換を行わない場合は安全率 2.5 弱、10 年で係








度を 1.5 倍で想定する場合は、10 年で係留索の交換を行い、設計安全率は 2.0 強とする
のが最適であるという結果となった。 
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6.1  漂流シミュレーター 




























































6.3  連鎖漂流事故リスク 
  ウインドファームでの連鎖漂流事故リスクを、 「些用期間での風車の漂流期待基数」 と
定義し、1 年ごとの初期漂流確率・連鎖漂流浮体数・風速発現期待値・風向発現確率を
求めることで最終的に些用期間におけるリスクを算出した。 
  まず初期漂流確率は、浮体に取り付けられた係留索 4 本のうち 1 本でも切れれば浮体
は漂流を開始すると仮定し、10 分平均風速 v  [m/s]が発生した場合に風上側の係留索に
発生する張力極大値の頻度分布を漂流シミュレーターを用いて求め、その分布が
Rayleigh 分布に従うとして張力極大値の確率密度関数を求めた。その分布と係留索の破







想定する海域での風向頻度分布を考慮して平均をとると 1.367 基となった。 
  風速発現期待値は、低風速域については想定海域での風観測データ、高風速域につい
ては風速再現期間を用いて、10 分平均風速の発現確率を求めることで、1 年間での 10
分平均風速の発現期待値を算出した。 
  風向発現確率は、想定海域での風観測データから求めた。 
  以上を用いて、ウインドファームにおける連鎖漂流事故リスクを算出した。その結果




表  6-1  係留系設計安全率とウインドファームでの連鎖漂流事故リスク 
安全率  係留索摩耗速度通常  係留索摩耗速度 1.5 倍 
係留索交換なし  10年で係留索交換  係留索交換なし  10 年で係留索交換 
3.0  1.55  ×  10
-4  3.03  ×  10
-6  2.49  ×  10
0  2.06  ×  10
-5 
2.5  2.40  ×  10
-3  1.05  ×  10
-4  8.41  ×  10
0  3.93  ×  10
-4 
2.0  3.52  ×  10
-2  3.30  ×  10
-3  3.99  ×  10
1  9.66  ×  10
-3 
1.5  1.01  ×  10
0  1.07  ×  10





6.4  リスク評価 
  求めたウインドファームでの連鎖漂流事故リスクについて、経済性評価と、社会受容
性評価を行った。 
  経済性については、安全率は日本での現行の 3.0 よりも小さくしたほうが経済性は高
く、また係留索の交換も行わない方が経済性が高いという結果が得られた。安全率 3.0
～1.5 の範囲で、最も経済性が高かったのは安全率 1.5 で係留索交換を行わない場合で
あり、安全率 3.0 で係留索交換なしの場合と比較すると風車 1 基あたり約 1.3 億円のコ
スト削減となった。また、係留系強度モデルについて摩耗速度を悲観的に想定し 1.5 倍
とした場合は、安全率 1.5 で 10 年で係留索を交換した場合が最も経済性が高く、安全
率 3.0 で係留索交換なしの場合と比較すると風車 1 基あたり約 0.8 億円のコスト削減と
なった。 
  次に社会受容性の評価については、将来的に日本の発電所の糏発電容量の 10%を、本
研究で想定したウインドファームをいくつも設置した洋上風力発電で賄うとした場合、
20 年間での風車の漂流期待基数を 1 基以下とするためには、 係留索交換を行わない場合
は安全率 2.5 弱程度、10 年で係留索交換を行う場合は安全率 2.0 弱程度必要であるとい
う結果となった。また、係留系強度モデルについて摩耗速度を悲観的に想定し 1.5 倍と
した場合は、安全率 2.0 強で係留系を設計し 10 年で係留索を交換すれば、十分な社会
受容性を備えているという結果となった。 
  これらより、 経済性と社会受容性の両方を満足させるには、 係留索の交換は行わずに、
係留系の設計安全率を 2.5 弱とするのが最適である。また、係留索の摩耗速度を 1.5 倍
で想定する場合は、10 年で係留索の交換を行い、設計安全率は 2.0 強とするのが最適で
ある。 
 
6.5  今後の課題 
  本研究に残る課題について、以下に箇条書きで記す。 
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